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公 営 企 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

 

 

第１ 審査の対象 

平成 28 年度 旭市水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

平成 29年 6 月 1日から平成 29年 7 月 7日まで 

 

第３ 審査の方法 

審査にあたっては、決算報告書並びに証書類、事業報告書及び政令で定めるその他

の書類が地方公営企業法、その他関係法令及び公営企業の財務に関する諸規程に準拠

して作成されているか、その計数が正確か、各事業の予算執行状況、経営成績及び財

務状況等が適正に表示されているかを検証するため、決算書類の計数と関係諸帳簿を

照合精査し、さらに例月出納検査、定期監査の結果を参考にするとともに関係職員の

説明を求め審査を行った｡ 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された決算報告書並びに証書類、事業報告書及び政令で定めるその他の書

類は、いずれも地方公営企業法、その他関係法令に基づいて作成され、その計数は正

確であり、各事業の予算執行状況、経営成績及び財務状況等は適正に表示されている

ものと認められた。 

また、各事業の運営は地方公営企業の原則に留意して、おおむね適正に行われてい

るものと認められた｡ 

 

第５ 審査の概要 

各事業の業務実績、予算執行状況、経営成績、財政状況等の概要と意見は次のとお

りである。 
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旭 市 水 道 事 業 会 計 
 

１ 業務実績 

平成 29 年 3 月末の給水人口は 57,755 人で、前年同月と比較すると 155 人(0.3％)

減少している｡ 

行政区域内人口 66,844 人に対する水道の普及率は 86.4％となり、前年度と比較す

ると 0.5 ポイント増加している｡ 

年間総給水量は 5,809,013 ㎥で、前年度と比較すると 53,431 ㎥（0.9％）の増加と

なっている。このうち､年間有収水量は 5,606,255 ㎥で、有収率は 96.5％となってお

り、0.2 ポイント前年度を下回っている｡ 

1 日最大給水量は 17,570 ㎥で、平成 29年 1 月 26 日に記録されている。 

1 日平均給水量は 15,915 ㎥で、前年度に比較すると 189 ㎥（1.2％）増加しており、

1人 1日平均給水量は 276ℓとなっている｡ 

 

業務の実績は、次表のとおりである。 

66,844 67,415 △ 571

57,755 57,910 △ 155

 
 

566,646 565,347 1,299

 

12 12 0

給水能力

給  水  人  口
行政区域内人口

年間有収水量
年間給水量

１日平均給水量
給水能力

26,979 26,979 0

 職    員    数  (人)

×100 最 大 稼 働 率　(%) △ 0.965.1

１日平均給水量

66.0

 負　　荷　　率　(%) 2.390.6 ×10088.3
１日最大給水量

１日最大給水量

×100 施 設 利 用 率  (%) 0.759.0 58.3

 配 水 管 延 長  (m)

△ 0.2

86.4

 １日最大給水量　(㎥)

×100

17,570

備　　　考

 行政区域内人口　(人)

区　　　　　分 増　減平成27年度平成28年度

 給　水　人　口　(人)

 普　　及　　率　(%) 0.5

 給　水　件　数　(件) 17720,140 19,963

 １日平均給水量　(㎥)

43,482

96.5 有　　収　　率  (%)

 無収水量　(㎥)

 有収水量　(㎥)

△ 237

53,431

17,807

給　水　能　力  (㎥)

4 １人１日平均給水量(ℓ)

15,915

276

189

272

15,726

5,755,582

年
間
給
水
量  計　   (㎥)

9,949

5,606,255

202,758

5,809,013

96.7

85.9

5,562,773

192,809

×100
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 ２ 予算執行状況 (税込) 

（１）収益的収入及び支出 

収益的収入及び支出の予算執行状況は、次表のとおりである。 

（収益的収入） 

区　　分

 水道事業収益 1,557,726,000 1,620,364,998 62,638,998 104.0 104.4

  営業収益 1,490,200,000 1,562,339,994 72,139,994 104.8 104.5

  営業外収益 67,526,000 58,025,004 △ 9,500,996 85.9 101.9

予　算　額

％円円円

前年度
収入率

％

収入率
予算額に比べ
決算額の増減

決　算　額

  （収益的支出） 

区　　分

 水道事業費用 1,442,621,000 1,386,073,330 56,547,670 96.1 96.6

  営業費用 1,406,303,000 1,371,351,304 34,951,696 97.5 97.9

  営業外費用 15,128,000 14,677,596 450,404 97.0 99.9

  特別損失 1,190,000 44,430 1,145,570 3.7 27.3

　予備費 20,000,000 0 20,000,000 － －

決　算　額予　算　額

％円円円

前年度
執行率

％

執行率不　用　額

 水道事業収益は、予算額 1,557,726,000 円に対し、決算額は1,620,364,998 円 (う

ち仮受消費税及び地方消費税 115,067,254 円)で、収入率は 104.0％、62,638,998

円の増収となっている。 

収入の主なものは、営業収益の水道料金 1,553,514,334 円（うち仮受消費税及び

地方消費税 115,045,054 円）及び営業外収益の長期前受金戻入益 56,465,095 円であ

る。 

水道事業費用は、予算額 1,442,621,000 円に対し、決算額は 1,386,073,330 円(う

ち仮払消費税及び地方消費税 76,674,421 円)で、執行率は 96.1％、不用額は

56,547,670 円となっている。 

支出の主なものは、営業費用の受水費 852,477,029 円（うち仮払消費税及び地方

消費税 63,146,432 円）、減価償却費 233,933,227 円、委託料 70,077,243 円（うち仮

払消費税及び地方消費税 5,190,905 円）、修繕費 79,270,982 円（うち仮払消費税及



 －4－ 

び地方消費税 5,871,960 円）、営業外費用の企業債利息 14,549,830 円である。 

不用額の主なものは、営業費用の委託料 12,046,757 円である。 

 

（２）資本的収入及び支出 

資本的収入及び支出の予算執行状況は、次表のとおりである。 

（資本的収入） 

区　　分

 資本的収入 606,131,000 394,982,880 △ 211,148,120 65.2 88.5

　企業債 251,300,000 170,800,000 △ 80,500,000 68.0 99.3

　出資金 267,200,000 178,500,000 △ 88,700,000 66.8 94.0

　補助金 3,320,000 2,147,000 △ 1,173,000 64.7 66.2

　負担金 40,651,000 19,779,120 △ 20,871,880 48.7 33.2

　給水申込納付金 43,660,000 23,756,760 △ 19,903,240 54.4 117.9

前年度
収入率

％

収入率
予算額に比べ
決算額の増減

決　算　額予　算　額

％円円円

  （資本的支出） 

区　　分

 資本的支出 762,971,000 468,926,958 294,044,042 61.5 63.9

　建設改良費 680,027,000 405,977,110 274,049,890 59.7 59.2

  企業債償還金 62,944,000 62,943,488 512 99.9 99.9

  その他
　資本的支出

7,000 6,360 640 90.9 －

  予備費 19,993,000 0 19,993,000 － －

前年度
執行率

％

執行率不　用　額決　算　額予　算　額

％円円円

 資本的収入は、予算額 606,131,000 円に対し、決算額は 394,982,880 円（うち仮

受消費税及び地方消費税 1,759,760 円）で、収入率は 65.2％、211,148,120 円の減

収となっている。 

収入の主なものは、出資金 178,500,000 円、企業債 170,800,000 円、給水申込納

付金 23,756,760 円（うち仮受消費税及び地方消費税 1,759,760 円）、負担金

19,779,120 円である。なお、給水申込納付金については、予算額に対し収入率

54.4％で 19,903,240 円の減収となっている。 
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資本的支出は、予算額 762,971,000 円に対し、決算額は 468,926,958 円（うち仮

払消費税及び地方消費税30,020,908円）で、執行率は61.5％、不用額は294,044,042

円となっている。 

支出の主なものは、建設改良費の工事請負費 395,562,240 円（うち仮払消費税及

び地方消費税 29,300,908 円）、企業債償還金 62,943,488 円である。 

また､不用額の主なものは､建設改良費の工事請負費 254,061,760 円と固定資産

取得費の機械及び装置 18,900,000 円である。 

なお､資本的収入額が資本的支出額に不足する額 73,944,078 円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 28,261,148 円、減債積立金 45,682,930 円で補

填している。 
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（３）建設改良費 

建設工事の主なもの（500 万円以上）は、次表のとおりである。 

工 事 名 工 事 内 容 工　事　費　（円）

 φ  75耐震型ダクタイル鋳鉄管　265.0ｍ

 φ 100耐震型ダクタイル鋳鉄管　5.5ｍ

 φ　75仕切弁設置　2基

 給水管布設

 φ　75耐震型ポリエチレン管　67.58ｍ

 φ　75仕切弁設置　2基

 配水管布設、給水管布設

 消火栓設置　1基

 φ 150耐震型ダクタイル鋳鉄管　302.16ｍ

 φ 150仕切弁設置　2基

 消火栓設置　1基

 φ  75耐震型ダクタイル鋳鉄管　231.0ｍ

 φ　75仕切弁設置　3基

 消火栓設置　1基

 φ 100耐震型ポリエチレン管　56.34ｍ

 φ　50耐震型ポリエチレン管　8.2ｍ

 φ 100仕切弁設置　2基

 φ　50仕切弁設置　1基

 仮配水管布設、給水管布設

 消火栓設置　1基

 配水池築造

  ステンレス製　有効容量　1,100㎥

　機械・電気・計装設備

11,848,680

 水配28第2号第386期
 鏑木地区配水管布設替工事

 水配28第1号第385期
 三川地区
 配水管切廻し工事

5,328,720

 水配28第7号第391期
 横根地区配水管布設替工事

 海上配水場増池工事
 (平成27、28年度継続事業)

5,151,600

 水配28第6号第390期
 岩井地区配水管布設工事

7,117,200

 水配28第5号第389期
 三川地区配水管布設工事

8,769,600

371,001,600

    保存工事の主なもの（300 万円以上）は、次表のとおりである。 

工 事 名 工 事 内 容 工　事　費　（円）

 旭配水場サンプリング
 ポンプ盤修繕工事

 旭配水場No.4
 配水ポンプ修繕工事

 干潟配水場高区配水ポンプ
 吐出管等修繕工事

 旭配水場

 水位調整弁修繕工事

 分解整備・部品交換　  　　　　　　1か所 3,564,000

 分解整備・部品交換　  　　　　　　1か所 5,940,000

7,776,000 分解整備・部品交換　  　　　　　　1か所

 分解整備・部品交換　  　　　　　　1か所 3,888,000
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  ３ 経営成績 (税抜) 

損益計算書による事業収支は、次表のとおりである。 

区  　分 金　　　額 構成比
対前年度
増 減 率

区  　分 金　　　額 構成比
対前年度
増 減 率

円 ％ ％ 円 ％ ％

営業費用 1,294,721,292 98.9 1.3 営業収益 1,447,294,940 96.1 1.0

〈営業利益〉 152,573,648 △ 1.2

営業外費用 14,677,596 1.1 △ 12.9 営業外収益 58,002,804 3.9 1.0

〈営業外利益〉 43,325,208 6.8

〈経常利益〉 195,898,856 0.4

特別損失 21 0.0 △ 100.0

費用合計 1,309,398,909 100.0 1.1 収益合計 1,505,297,744 100.0 1.0

当年度純利益 195,898,835 0.6

収　　益　　の　　部費　　用　　の　　部

   

（１）概 要 

営業損益では、営業収益 1,447,294,940 円に対し、営業費用は 1,294,721,292 円

で、152,573,648 円の営業利益が生じている。 

この営業利益に営業外収益、営業外費用を増減した経常損益では、195,898,856

円の経常利益となり、さらに特別損失21円を控除した当年度純利益は195,898,835

円であり、前年度の純利益と比較して 1,164,150 円（0.6％）の増加となっている。 

 

（２）収 益 

営業収益は 1,447,294,940 円であり、前年度と比較すると 14,357,404 円（1.0％）

の増加となっている。これは、給水収益が 12,564,960 円（0.9％）、その他営業収

益が 1,792,444 円（25.5％）共に増加したためである。 

営業外収益は 58,002,804 円で､前年度と比較すると 574,790 円（1.0％）増加し

ている。これは主に、長期前受金戻入益が 983,455 円（1.8％）増加し、雑収益が

288,665 円（44.1％）、一般会計補助金が 120,000 円（9.3％）共に減少したためで

ある。 

事業収益の構成割合は、営業収益 96.1％、営業外収益 3.9％である。 

 

（３）費 用 

営業費用は 1,294,721,292 円であり、前年度と比較すると 16,251,665 円（1.3％）
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の増加となっている。これは主に、配水及び給水費 17,764,756 円（11.6％）、原水

及び浄水費 2,350,964 円（0.3％）が共に増加し、総係費 3,215,159 円（3.1％）が

減少したためである。 

営業外費用は 14,677,596 円で、そのうち企業債利息は 14,549,830 円である。 

特別損失は過年度損益修正損であり、二重納付による遅延損害金 21 円である。 

事業費用の構成割合は､営業費用 98.9％､営業外費用 1.1％､特別損失 0.0％であ 

る。 

（18 ページ参照） 

 

（４）供給単価と給水原価 

有収水量 1 ㎥当たりの供給単価と給水原価は､次表のとおりである。 

  給  水  収  益

  年間総有収水量

  経常費用-(受託工事費+材料及び
　不用品売却原価+附帯事業費）-
　長期前受金戻入

     　 年間総有収水量

区　　　分

 給水原価（Ｂ）

 供給単価（Ａ）

算　　　　式
1　㎥　当　た　り　の　金　額

平成27年度平成28年度

円円

256.33

222.88

33.4533.09 差額(Ａ)－(Ｂ)

256.58

223.49

 1 ㎥当たりの供給単価（収益）は 256.58 円で､前年度と比較すると 0.25 円増加

しており、これに対する給水原価（費用）は 223.49 円で、前年度と比較すると 0.61 

円増加している。給水原価が増加した主な要因は、経常費用が前年度と比較すると

14,071,303 円（1.1％）増加したためである。 

本年度は給水収益（水道料金）が前年度と比べ 12,564,960 円（0.9％）増加して

おり、供給単価は給水原価を 33.09 円上回っている。 

 

４ 剰余金計算書 

（１）資本剰余金の部 

  保険差益 

    年度内の増減はなく、当年度末残高は 122,640 円である。 
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（２） 利益剰余金の部 

  減債積立金 

    前年度末残高 0 円に前年度未処分利益剰余金から 62,934,685 円を積立し、当

年度に 45,682,930 円を企業債償還金へ充当のため処分し、年度末残高は

17,251,755 円である。 

  建設改良積立金 

    前年度末残高138,500,000円に前年度未処分利益剰余金から131,800,000円を

積立し、年度末残高は 270,300,000 円である。 

  未処分利益剰余金 

        前年度未処分利益剰余金 2,015,790,450 円を減債積立金に 62,934,685 円、建

設改良積立金に 131,800,000 円処分し、繰越利益剰余金処分後残高は

1,821,055,765 円となる。当年度に減債積立金から 45,682,930 円組入れ、当年

度発生した純利益 195,898,835 円を加えた当年度未処分利益剰余金は

2,062,637,530 円である。 

 

５ 剰余金処分計算書 

  当年度未処分利益剰余金 2,062,637,530 円は、23,498,835 円を減債積立金に、

172,400,000 円を建設改良積立金に積立て、翌年度繰越利益剰余金は 1,866,738,695

円である。 

 

６  財政状況（税抜） 

貸借対照表による財政状況は､次表のとおりである。 

区  　分 金　　　額 構成比
対前年度
増 減 率

区  　分 金　　　額 構成比
対前年度
増 減 率

円 ％ ％ 円 ％ ％

 固定資産 5,101,922,067 69.9 3.0  固定負債 723,487,829 9.9 17.5

 流動資産 2,192,904,057 30.1 36.7  流動負債 368,840,770 5.1 238.7

 繰延収益 2,113,067,599 29.0 △ 0.3

 資 本 金 1,739,118,001 23.8 11.4

 剰 余 金 2,350,311,925 32.2 9.1

計 7,294,826,124 100.0 11.2 計 7,294,826,124 100.0 11.2

負　債　及　び　資　本資　　　　　　　　　産

  （１）資 産 

      資産総額は 7,294,826,124 円で、前年度と比較すると 735,763,599 円（11.2％）

増加している。 
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固定資産は 5,101,922,067 円で、前年度と比較すると 147,117,701 円（3.0％）

増加している。これは主に、構築物や機械及び装置の取得分 419,757,949 円の増加

分に対し、構築物と機械及び装置の除去処分による減少額 10,633,717 円と減価償

却費 224,328,863 円（除去に伴う減少額 9,604,364 円差引済）の発生によるもので

ある。なお、減価償却累計額は 8,188,824,345 円である。 

      流動資産は 2,192,904,057 円で、前年度と比較すると 588,645,898 円（36.7％）

増加している。これは主に、現金預金が 477,879,944 円（33.6％）増加したためで

ある。 

（２）負 債 

      負債総額は 3,205,396,198 円で、前年度と比較すると 361,364,764 円（12.7％）

増加している。 

   これは主に、企業債の償還により固定負債が 107,856,512 円（19.2％）、未払金

の流動負債が 259,158,363 円（255.4％）共に増加したためである。 

   繰延収益は 2,113,067,599 円で、前年度と比較すると 6,424,256 円（0.3％）減

少している。 

（３）資 本 

      資本総額は 4,089,429,926 円で、前年度と比較すると 374,398,835 円（10.1％）

増加している。 

   これは、利益剰余金が 195,898,835 円（9.1％）、資本金が 178,500,000 円（11.4％）

共に増加したためである。 

      資本金は前年度末残高1,560,618,001円に一般会計出資金178,500,000円を受入

れ、年度末残高は 1,739,118,001 円である。 

剰余金は 2,350,311,925 円で、前年度と比較すると 195,898,835 円（9.1％）増

加している。これは主に、利益剰余金の建設改良積立金が 131,800,000 円（95.2％）、

当年度未処分利益剰余金が 46,847,080 円（2.3％）共に増加したためである。 

 

                               （20・21 ページ参照） 

 

７  資金収支状況 

 キャッシュ・フローの状況をみると、業務活動で獲得した資金 523,562,874 円、

財務活動で獲得した資金 286,356,512 円を、投資活動で 332,039,442 円費消した結

果、資金の期末残高は 1,898,704,100 円となり、資金の期首残高 1,420,824,156

円と比較すると、477,879,944 円増加している。 
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（１）業務活動によるキャッシュ・フロー 

 業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純利益を 195,898,835 円計上し、

減価償却費 233,933,227 円、未払金 259,158,363 円があったことなどにより

523,562,874 円増加している。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に給水申込納付金による収入

21,997,000 円、工事負担金による収入 19,779,120 円があるものの、有形固定資産

の取得による支出が 375,956,202 円あり 332,039,442 円減少している。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、建設改良費等の財源に充てるための企

業債の償還による支出が 62,943,488 円あるが、出資金による収入が 178,500,000

円、建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入が 170,800,000 円あり、

286,356,512 円増加している。 

                                 （22 ページ参照） 
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８  経営分析 

（１）健全性について 

固定資産対長期資本比率は、固定資産の財源が自己資本金及び企業債等の安定し

た長期資金でまかなわれているかどうかを示す比率で、100％以下が望ましいとさ

れており、本年度の比率は 73.7％で、前年度と比較すると 3.1 ポイント低下して

いる。これは主に、固定資産が 3.0％増加したものの、固定負債で 17.5％、資本金

で 11.4％、剰余金で 9.1％増加したためである。 

      流動比率は、短期債務に対応すべき流動資産の割合を示す比率で、200％以上が

望ましいとされている。本年度の比率は 594.5％で、前年度と比較すると 878.5 ポ

イント低下している。これは、前年度と比較して流動資産が 36.7％増加したが、

流動負債も 238.7％増加したためである。 

 

（２）収益性について 

      総収益対総費用比率は企業の総収支内容を示す比率で、100％以上が望ましいと

されているが、本年度の比率は 115.0％で、前年度と同じである。本年度も経常利

益が生じていて、前年度と比較して総収益で 1.0％、総費用で 1.1％共に増加して

いる。 

営業収益対営業費用比率は、事業活動での収益力をみるための比率で、100％以

上が望ましいとされている。本年度の比率は 111.8％で、前年度と比較すると 0.3

ポイント低下しているが、前年度同様、本年度も採算ラインの100％を超えている。 

これは、営業収益が前年度と比較して 1.0％増加しているが、営業費用で 1.3％

増加したためである。 

料金収入に対する企業債償還元金比率は 4.4％で、前年度と比較すると 0.3 ポイ

ント上昇しており、また、企業債利息比率は 1.0％で、前年度と比較すると 0.2 ポ

イント低下している。 

元金と利息を合わせた企業債元利償還金比率では 5.4％となり、前年度と比較す

ると 0.1 ポイント上昇している。 

料金収入に対する職員給与費比率は 6.7％であり、前年度と比較すると 0.3 ポイ

ント低下している。 

 

（23 ページ参照） 
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９ むすび 

 平成 28 年度旭市水道事業会計の決算審査の概要は、以上のとおりである。 

 本年度の損益計算書から経営状況をみると、総事業収益 1,505,297,744 円に対し、

総事業費用は 1,309,398,909 円で、当年度純利益は 195,898,835 円となり、前年度と

比べ、1,164,150 円（0.6％）増加している。 

 営業収支においては、営業利益が 152,573,648 円計上されており、前年度と比べて

1,894,261 円（1.2％）減少している。これは主に、給水収益が増加したものの営業

費用の配水及び給水費も増加しているためである。 

 営業外収支においては、本年度は 43,325,208 円の利益が計上されており、前年度

と比べ 2,755,152 円（6.8％）、経常利益は 195,898,856 円で前年度と比べ 860,891

円（0.4％）共に増加している。 

 経営分析表をみると、安定性を示す自己資本構成比率は 85.0％で前年度と比べ 4.0

ポイント低下しているものの、企業の収益性を示す総収益対総費用比率は、前年度と

同率の 115.0％で望ましいとされる 100％を上回っており、財政の健全性は概ね良好

と思われる。損益（経営成績）、財務（資産・負債・資本）ともに概ね健全な構造が

維持されている。 

 有収水量 1㎥あたりの収益費用を比較すると、前年度と比べ供給単価（収益）は、

0.25 円増加し、給水原価（費用）も 0.61 円増加した。給水原価は、前年度に続き費

用超過額はなく、供給単価が給水原価を 33.09 円上回っている。有収率は前年度から

0.2 ポイント低下したが、96.5％と高い水準を維持している。今後も漏水調査の実施

等、漏水防止対策を講じることにより有収率の向上に努められたい。 

 本年度は、給水件数は増加しているが行政区域内人口及び給水人口は共に減少して

いる。また、市民の節水意識の向上や節水機器の普及等もあり、今後の水需要の大き

な伸びは期待できないと考えられる。その一方で、経年管の布設替えや老朽化した施

設の更新及び地震等の災害対策など多額の資金が必要となり、水道事業を取り巻く環

境は依然として厳しい状況が続くものと予測される。 

 水道事業は，市民生活において必要不可欠な社会資本として重要な役割を果たして

いる。今後も、財政状況を的確に把握し、計画的な施設整備やコスト削減等に取り組

み、安全・安心で良質な水を安定的かつ持続的に供給できるよう、効率的な事業運営

と市民サービスの向上に努められるよう要望する。 
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第１表 予算決算対照比率表（税込） 

収益的収支 

27年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

27年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

決 　算　 額

予 算 現 額 決 　算 　額
28年度 27年度 28年度

対予算比率

対予算比率

構 成 比 率

28年度 27年度 28年度

構 成 比 率

28年度 27年度

100.0100.0

96.4

3.6

104.4

区　　　分
構 成 比 率

3.6

96.4

1,620,364,998

1,562,339,994

58,025,004

1 水道事業収益

4.3

構 成 比 率

28年度
区　　　分

27年度
予 算 現 額

3.7

96.3

100.0

(2) 営業外収益

(1) 営業収益

－

27.3

99.9

97.9

96.6

－

0.0

3.7

96.3

1.4

0.1

3.5

95.0

100.0

14,677,596

44,430

1,386,073,330

1,371,351,304

0.1

1.0

97.5

1 水道事業費用

(4) 予備費

(3) 特別損失

(2) 営業外費用

(1) 営業費用

67,526,000

95.71,490,200,000

100.0

20,000,000

1,190,000

15,128,000

1,406,303,000

1,442,621,000

1.4

100.01,557,726,000 104.0

－

3.7

97.0

97.5

96.1

85.9

104.8

0

100.0

98.9

1.1

0.0

－

100.0

101.9

104.5

資本的収支 

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

0.0 － 90.9 －(3) その他資本的支出 7,000 0.0 － 6,360

－－－－07.92.619,993,000予備費(4)

99.999.936.313.462,943,48823.28.362,944,000企業債償還金(2)

59.259.763.786.6405,977,11068.9建設改良費(1)

63.961.5100.0100.0468,926,958100.0100.0762,971,000

89.1680,027,000

予 算 現 額 決 　算 　額
構 成 比 率構 成 比 率

区　　　分
対予算比率

 1 資本的支出

27年度28年度27年度28年度27年度28年度

40.8 54.4

33.2

(5) 給水申込納付金 43,660,000 7.2 30.6 23,756,760 117.96.0

0.1 64.7 66.2

(4) 負担金 40,651,000 6.7 23.6 8.85.0

33.2 68.0 99.3

(3) 補助金 3,320,000 0.5 0.1

48.7

(1) 企業債 251,300,000 41.5 29.6

19,779,120

178,500,00044.1 16.1

27年度
決 　算　 額

2,147,000 0.6

100.0 65.2 88.5100.0 100.0 394,982,880 100.1

170,800,000 43.2

区　　　分
構 成 比 率 構 成 比 率 対予算比率

28年度 27年度
予 算 現 額

28年度 27年度 28年度

 1 資本的収入 606,131,000

45.2 17.1 66.8 94.0(2) 出資金 267,200,000
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第２表 損益計算書（税抜） 

円 ％ 円 ％ 円 ％

195,898,835

1,505,297,744

21 0.0

1,309,398,909 100.0

1,029,353 0.1

21 0.0

14,677,596 1.1

14,549,830 1.1

構成比

1,294,721,292 98.9

789,330,597 60.3

100,160,243 7.6

170,267,872 13.0

営業費用

借　　　　　　　　　　　　　　　方　　　　　（　費　用　の　部　）

平成27年度

増　減　額 増減率金　　額 構成比

 比　較　増　減平成28年度

金　　額

配水及び給水費

減価償却費

支払利息及び
企業債取扱諸費

(4)

(2)

(3) 総係費

233,933,227 17.9

1.0

0.6

1.1

△ 100.0

△ 43.0

0.1

△ 100.0

△ 12.9

区　　　　分

1

△ 2,154,395

△ 2,180,362

△ 777,175

14,932,194

1,164,150

△ 12.9

0.3

△ 3.1

11.6

2,350,964

1.3

13,768,044

△ 303,259

△ 303,259

2

資産減耗費(5) 0.1

303,280 0.0

△ 25,967

1,278,469,627

103,375,402

128,279

△ 3,215,159

17,764,756

原水及び浄水費

16,251,665

8.0

98.7

786,979,633(1)

合　　 　 計

当年度純利益

費　用　合　計

過年度損益修正損(1)

特別損失3

(1)

営業外費用

60.7

152,503,116 11.8

16,857,958 1.3

16,704,225 1.3

233,804,948 18.1

1,806,528

194,734,685

1,490,365,550

303,280 0.0

1,295,630,865 100.0

△ 16.9(2) 雑支出 127,766 0.0 153,733 0.0

 

 

円 ％ 円 ％ 円 ％

1,792,444

1.0

△ 9.3

0.9

1.0

12,564,960

1.0

100.0

0.1

55,481,640

△ 120,000

14,932,194

14,932,1941,490,365,550

1,292,000

1.0

貸　　　　　　　　　　　　　　　方　　　　　（　収　益　の　部　）

区　　　　分
増　減　額 増減率金　　額 構成比構成比

0.4

3.7

0.6

0.1

3.9

95.5

収　益　合　計

他会計補助金(1)

 比　較　増　減平成28年度

金　　額

平成27年度

25.5(2)

96.1営業収益1

給水収益

1,447,294,940

1,438,469,280

(2) 長期前受金戻入益

(1)

(3)

8,825,660

58,002,804

1,172,000

57,428,014営業外収益2

合　　 　 計

1,505,297,744 100.0

365,709 0.0 654,374

1,505,297,744

1,490,365,550

雑収益

95.7

56,465,095

7,033,216

1,425,904,320

その他営業収益

0.1

3.9

3.8 983,455 1.8

△ 288,665 △ 44.1

1,432,937,536 14,357,404

574,790

96.1
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第３表 費用節別比較表（税抜） 

対前年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金額比率

円 ％ 円 ％ ％

補償費 56,119 0.0 － － 皆増

0.8

0.3

903,793

33.3

100.0

会議費

負担金 201,660 0.0

1,800 0.0

201,660

5,400

0.037,038

29,726

64,886,338

5,538,558

10,725,029

73,399,022

10,694,697

0.4

645,000

82,800

0.0

0.0

267,788

1,618,001

0.1

0.0

0.1

90,000

154,244

13,889

5.0

0.8

3,452,126

0.0

0.0

5.6

0.0

区　　　分

 1 直接人件費

平成28年度 平成27年度

96.596,726,141

5.572,137,554

7.4

 2 間接人件費

手当

給料 3.5

1.4

1.9

46,539,840

18,324,714

24,588,587

賞与引当金繰入額

人　件　費

114.3

141.5

201.1

128.3

13.5

88.2

121.6

126.6

102.4

9.3

95.9

61.3

111.7

100.3

101.4

95.4

81.0

92.5

97.6

94.2

789,330,597

11,778,000

1,212,672,768

60.3

0.0

0.9

92.6

26,112,056

0.0

96.9

97.3

研修費

材料費

動力費

薬品費

退職手当組合負担金

報酬

旅費

93.8

印刷製本費

修繕費

賃借料

手数料

委託料

光熱水費

通信運搬費

燃料費

100,243,238 7.7

74,131,182 5.7

物件費・その他

備消品費

受水費

被服費

96,000

48,043,140 3.7

19,115,042 1.5

786,979,633 60.7

2.0

76,688 0.0

12,071,477 0.9

1,195,387,627 92.3

280,717 0.0

1,749,279 0.1

9,815 0.0

1,116,371 0.1

51,250,416 4.0

4,956,514 0.4

889,030 0.1

3,371,540 0.3

12,128,362 0.9

502,667 0.0

17,497,625 1.4

60,371,949 4.7

0.0

220,814 0.0

32,409 0.0

0.0

保険料 938,546 0.1 936,224 0.1 100.2

公課費 55,800 0.0 37,800 0.0 147.6

有形固定資産減価
償却費

233,933,227 17.9 233,804,948 18.1 100.1

固定資産除却費 1,029,353 0.1 1,806,528 0.1 57.0

83.1

企業債利息 14,549,830 1.1 16,704,225 1.3 87.1

303,280 0.0

127,766 0.0 153,733 0.0

1,309,398,909 100.0 1,295,630,865 100.0 101.1合　　　計

0.0

その他雑支出

7,273,000 0.6 6,973,000 0.5 104.3

過年度損益修正損 21 0.0

法定福利費 12,720,587 1.0 13,944,579 1.1 91.2
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 第４表 貸借対照表（税抜） 

（1）資 産 

円 ％ 円 ％ 円 ％

1 5,101,922,067 69.9 4,954,804,366 75.5 147,117,701 3.0

(1)有形固定資産 5,101,632,740 69.9 4,954,515,039 75.5 147,117,701 3.0

ｲ 土地 86,729,323 1.2 86,729,323 1.3 － －

ﾛ 建物 85,893,349 1.2 88,418,848 1.3 △ 2,525,499 △ 2.9

ﾊ 構築物 4,734,696,737 64.9 4,545,561,348 69.3 189,135,389 4.2

ﾆ 機械及び装置 193,415,387 2.6 194,977,908 3.0 △ 1,562,521 △ 0.8

ﾎ 車両運搬具 667,985 0.0 919,985 0.0 △ 252,000 △ 27.4

ﾍ
工具器具及び
備品

229,959 0.0 229,959 0.0 － －

ﾄ 建設仮勘定 － － 37,677,668 0.6 △ 37,677,668 皆減

(2)無形固定資産 289,327 0.0 289,327 0.0 － －

ｲ 施設利用権 13,542 0.0 13,542 0.0 － －

ﾛ
その他無形固定
資産 275,785 0.0 275,785 0.0 － －

2 2,192,904,057 30.1 1,604,258,159 24.5 588,645,898 36.7

(1)現金預金 1,898,704,100 26.0 1,420,824,156 21.7 477,879,944 33.6

(2)未収金 282,111,115 3.9 171,986,205 2.6 110,124,910 64.0

ｲ 未収金 282,657,414 3.9 173,296,245 2.6 109,361,169 63.1

貸倒引当金 △ 546,299 △ 0.0 △ 1,310,040 △ 0.0 763,741 △ 58.3

(3)貯蔵品 12,088,842 0.2 11,447,798 0.2 641,044 5.6

7,294,826,124 100.0 6,559,062,525 100.0 735,763,599 11.2

増　減　額

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　　　分
 比　較　増　減

構成比

固定資産

増減率

平成28年度

金　　額 構成比

平成27年度

金　　額

資 産 合 計

流動資産
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（2）負債及び資本 

円 ％ 円 ％ 円 ％

1 723,487,829 9.9 615,631,317 9.4 107,856,512 17.5

(1)企業債 670,913,829 9.2 563,057,317 8.6 107,856,512 19.2

(2)引当金 52,574,000 0.7 52,574,000 0.8 － －

2 368,840,770 5.1 108,908,262 1.7 259,932,508 238.7

(1)未払金 360,633,581 5.0 101,475,218 1.6 259,158,363 255.4

(2)引当金 8,207,189 0.1 7,433,044 0.1 774,145 10.4

3 2,113,067,599 29.0 2,119,491,855 32.3 △ 6,424,256 △ 0.3

(1)長期前受金 3,930,787,027 53.9 3,880,746,188 59.2 50,040,839 1.3

(2)
長期前受金
収益化累計額

△ 1,817,719,428 △ 24.9 △ 1,761,254,333 △ 26.9 △ 56,465,095 3.2

3,205,396,198 44.0 2,844,031,434 43.4 361,364,764 12.7

1 1,739,118,001 23.8 1,560,618,001 23.8 178,500,000 11.4

2 2,350,311,925 32.2 2,154,413,090 32.8 195,898,835 9.1

(1)資本剰余金 122,640 0.0 122,640 0.0 － －

ｲ 保険差益 122,640 0.0 122,640 0.0 － －

(2)利益剰余金 2,350,189,285 32.2 2,154,290,450 32.8 195,898,835 9.1

ｲ 減債積立金 17,251,755 0.2 － － 17,251,755 皆増

ﾛ 建設改良費積立金 270,300,000 3.7 138,500,000 2.1 131,800,000 95.2

ﾊ
当年度未処分利益
剰余金 2,062,637,530 28.3 2,015,790,450 30.7 46,847,080 2.3

4,089,429,926 56.0 3,715,031,091 56.6 374,398,835 10.1

7,294,826,124 100.0 6,559,062,525 100.0 735,763,599 11.2

構成比金　　額 構成比

　負債・資本合計

流動負債

資本金

剰余金

固定負債

　　　　負債合計

増減率増　減　額

繰延収益

区　　　　分

　　　　資本合計

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

 比　較　増　減平成28年度 平成27年度

金　　額
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第５表 キャッシュ・フロー計算書 

平成28年度 平成27年度

金　　額 金　　額

円 円 円

※ キャッシュフロー計算書は、一会計期間における現金等（現金預金）の増減を、業務活動、投資活動及び
財務活動に分けて表示したものである。

貸倒引当金の増減額 △ 763,741 △ 444,960

△ 55,481,640

賞与引当金の増減額 774,145 219,044

支払利息 14,549,830

長期前受金戻入額 △ 56,465,095

△ 5,195,419 △ 104,165,750

265,222,297

△ 309,460

158,360,811

△ 6,063,934

利息の支払額 △ 14,549,830 △ 16,704,225

棚卸資産の増減額 △ 641,044 △ 331,584

　小　計

業務活動によるキャッシュフロー

給水申込納付金

 3 財務活動によるキャッシュフロー

523,562,874 363,047,668

工事負担金による収入 19,779,120

 4 資金の増加額 477,879,944 297,795,569

財務活動によるキャッシュフロー 286,356,512 △ 12,492,301

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

298,848,813

180,084,375

1,420,824,156 1,123,028,587

 6 資金の期末残高 1,898,704,100 1,420,824,156

297,795,569

477,879,944

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の収入

 5 資金の期首残高

170,800,000 30,400,000

出資金による収入

投資活動によるキャッシュフロー △ 332,039,442 △ 52,759,798

21,997,000 34,550,000

国庫補助金による収入 2,140,640 86,000

7,816,622 11,962,498

△ 12,553,000

2,054,640

有形固定資産の取得による支出 △ 375,956,202 △ 95,212,420

 2 投資活動によるキャッシュフロー

資産減耗費 1,029,353 1,806,528

379,751,893

未払金の増減額 259,158,363

16,704,225

538,112,704

未収金の増減額 △ 109,361,169

減価償却費 233,933,227 233,804,948

当年度純利益 195,898,835 194,734,685 1,164,150

128,279

 1 業務活動によるキャッシュフロー

区　　　分 増　減　額

178,500,000 15,600,000

△ 62,943,488 △ 58,492,301

△ 777,175

△ 318,781

555,101

△ 983,455

△ 2,154,395

2,154,395

△ 4,451,187

162,900,000

160,515,206

△ 280,743,782

△ 279,279,644

140,400,000
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第６表 経営分析表 

平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度

％ ％ ％ ％ ％

26.9

4.4

1.0

87.0

1123.61462.5

82.3

73.7

594.5

79.6

6.7

115.0

111.8

69.9

9.9

85.0

料金収入

給与費
×100

112.7

110.7

48.1

8.0

料金収入

24.3

×100

×100

×100

×100

×100

×100

資本金+剰余金+評価差額等+
固定負債+繰延収益

流動負債

現金預金+(未収金-貸倒引当金)

資本金+剰余金+
評価差額等+繰延収益

固定資産

負債・資本合計

固定資産

流動資産

×100

102.9

固 定 資 産 対

14.1

90.4

81.1 88.384.5

86.2

そ
　
の
　
他

営業収益-受託工事収益

営業費用-受託工事費

総収益

総費用

財
　
務
　
比
　
率

負債・資本合計

×100

資本金+剰余金+
評価差額等+繰延収益

企業債元利償還金
×100

企業債償還元金

×100

×100

流動負債

企業債償還元金
×100

料金収入

当年度減価償却費

総 収 益 対

総 費 用 比 率

営業収益対営業費用

減 価 償 却 額 比 率

比率（営業収支比率）

当 座 比 率

10.1

88.1

長 期 資 本 比 率

84.5

収
　
益
　
率

企 業 債 償 還 額 対

109.9

112.0

146.9

76.8

1473.0

固 定 比 率

自己資本構成比率

（酸性試験比率）

905.1

892.7

1133.3

882.4591.3

構
　
成
　
比
　
率

固定負債構成比率

89.0

891.4流 動 比 率

75.5

9.4

96.284.9

固定資産構成比率

算　　　　式

固定資産
×100

固定資産+流動資産+
繰延資産

固定負債

分　　析　　項　　目

82.9

11.9

料
金
収
入
に
対
す
る
比
率

26.0

7.8

5.3

職 員 給 与 費

110.8

54.1

7.6

10.4

8.9

7.5

企 業 債 償 還 元 金

企 業 債 利 息

7.0

4.1

1.2

企 業 債
元 利 償 還 金

5.4
料金収入

企業債利息

1.4

9.3

1.7

115.0

112.1

25.0

109.0

1.5

  


